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　このたび、本研究科より申請した研究プロジェク

ト「地圏環境インフォマティクスのシステム開発と

全国展開（代表者：土屋範芳教授、共同研究機関：

同和鉱業株式会社、期間：平成17年度～19年度）が、

平成１７年度科学技術振興調整費、産学官共同研究

の効果的な推進プログラムの課題に採択されました。

このプログラムは、産学官の共同研究に対して民間

企業が負担する研究資金に応じた研究経費を大学等

の研究機関に助成することにより、大学等の研究機

関の研究シーズと民間企業の研究ニーズの積極的な

マッチングを推進するものであり、自然科学全般並

びに自然科学と人文・社会科学との融合領域が対象

となっています。 

　本プロジェクトにおいては、本学において長年培

ってきた鉱物あるいは土壌含有物質の形態・起源分

析技術と、同和鉱業が進めている全国的な土壌汚染

情報マップ作成とそれに基づく地圏環境評価による

土壌環境の総合的な修復の事業構想をマッチングさせ、

さらに産業技術総合研究所が保有する情報ともリン

クさせて、環境管理、土壌汚染対策、産業立地、環

境リスクの長期管理が可能なデータベースシステム

を開発し、これらを地理情報システム（GIS）上に統

合化することで地圏環境インフォマティクスシステ

ムとしてパッケージ化することを行います。 

　地圏環境情報はこれまで全国の様々な地点で調査

されてきましたが、個別機関や企業が個々に局所デ

ータを保有しているのみで、全国規模でかつ統一さ

れたデータシステムが作成されていませんでした。

本研究の成果は、国土利用計画のベースとして活用

される性格のものであり、また具体的な道路・トン

ネル工事などで直接利用されるとともに、従来判別

が困難であった人為的土壌汚染の比率の判定、自然

由来汚染の健康リスク判定などに活用されます。 

実施体制 

産官学の効果的な推進 
地圏環境インフォマティクスのシステム開発と全国展開 

行　政 

同和鉱業 
GISを用いた鉱染マップ 
（地質情報）の全国展開 
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東北大学 
環境科学研究科 

■寄付講座　■共同研究　 
■教育・啓蒙 

政策提言 
政策立案 
共同研究 

正確な情報の提供 
正確な知識の提供 
先端技術の指導 

リカレント教育 
県民への教育 
　　啓蒙活動 

関連業界・企業 

産　総　研 
産業活動による金属 
負荷土壌情報 
■共同研究　■部局・部門 
を越えた協力　■人材交流 

地圏環境インフォマティクス 

金属の形態・動態解析
と地圏環境インフォマ
ティクシステムの開発 

包括協定 包括協定 

連携研究ターゲット 
地質情報 

形態情報 

土壌・表層地質・生態系の基礎情報 

国土環境情報の標準化とパッケイージ化 

環境社会の知的基盤の構築（環境知的インフラ） 

自然（起源）汚染 地圏インフォマティクス 地圏インフォマティクス 人為汚染情報 

 GIS

リスク評価 
環境管理 
産業立地 
土壌汚染対策 

地圏インフォマティクスの概要 

鉱染マップ 

土地利用マップ、鉱区所有者情報、温泉図、 
変質帯情報、etc

統合 

主な用途 

システムの拡張 

階層構造化 
5万分の1レベル 

全国規模び各種地圏情報（GIS化） 
代表サイトの地圏情報 

（GIS化） 

重金属の形態情報 
（データベース化） 

地化学マップ 地質マップ 市街地汚染マップ 航空写真 

産官学連携が「環境」分野では必要不可欠 地圏インフォマティクス 

新たな連携プラットフォーム 

連携しないとできない事業 

共通性 
拡張性 

しかし「環境」で重要なのは 
地域性 
 

意義： 
・大学が主導 
　（先端研究のさらなる推進） 
　（地域貢献） 
・（大）企業と共同 
　（正しい情報をもとに健全なビジネス態の構築） 
　（環境市場が拡大） 
・独立行政法人研究所が協力 
　（国土（環境）情報の取得と運用） 
　（全国サーベイ） 

環境社会・環境行動の知的基盤 
国民の知る権利 

行政が利用 
市民（NPO）が利用 
企業が利用 

ユニバーサルプラットフォーム 

（社会が必要としている） 

公有財 

・人為的汚染の判定 
・道路、トンネル、建
　設計画への利用 
・自然由来汚染の健康
　リスク判定 
・国土利用計画への 
　反映 




